
教育講演Ⅱ

【はじめに】
　健康教育・ヘルスプロモーションにおいて，行動
科学を基盤としたプログラム・事業が行われてきた．
しかしながら，それらの多くにおいて期待した効果
が得られておらず，従来からの行動科学の理論に基
づく健康づくりの限界が指摘されている．
　近年，健康格差や健康の社会的決定要因への関
心が高まり，いわゆる “健康無関心層” へのアプ
ロ ー チ や 健 康 の 社 会 的 決 定 要 因（social 
determinants of health）を考慮した健康づくりの
あり方が議論されている．また，行動経済学と呼
ばれる学術分野が発展し，健康づくりへの応用が
期待されている．ここでは，行動経済学と健康格
差をキーワードに，今後の健康づくりの集団戦略

（ポピュレーションアプローチ）について考える．
【行動経済学とは】
　行動経済学は，心理学や社会学等の考え方を含
め，人の行動を経済学の視点から分析する学問で
ある．人は必ずしも合理的な選択・行動を行うも
のではないという「不合理性」を説明するため，

「ヒューリステック」「アンカリング」「フレーミ
ング」「時間選好性」「コミットメント」「デフォ
ルトオプション」などの考え方や理論が提示され
ている．また，それとなく行動を促す「ナッジ」
も行動経済学の一部として論じられる．
　疾病予防や健康管理の観点から，人の行動変容
や行動形成を行う上で，行動経済学は公衆衛生お
よび健康づくりでの応用が期待されている．海外
においては，健康に関連した行動（時に不健康な
行動）を説明する研究，健康的な行動を促すため

実証研究が多く行われている．
【健康格差とは】
　健康格差は，個人や地域等の社会経済的状況を
背景とした健康（や健康関連行動）の違いを意味
する．健康日本 21（第二次）でもその縮小が目
標とされたように，健康格差は日本でも注目され
ている．こうした政策の根拠となる，日本におけ
る健康格差の知見が蓄積されてきた．そして、健
康格差の背景となる，職業，学歴，所得等の個人
の社会経済的要因（SES）から，地域等の環境要
因，国や自治体の政策まで，健康の社会的決定要
因を考慮した取組が求めれている．

【集団戦略における健康格差と行動経済学の意義】
　集団戦略の必要性は，ヘルスプロモーションや
公衆衛生分野で広く認識されている．その中には，
健康教育，メディア活用，社会環境の整備，政策
立案まで，多様な手法が含まれ，地域等において
さまざまな取組が行われている．
　一方で，集団戦略が格差を拡大させるという指
摘がある．健康教室やキャンペーンなどでは，元
来健康的な集団がより健康になり，結果的に健康
格差が拡大することもある．したがって，介入を
行う場合には，常に健康格差，そして，低い社会
経 済 的 状 況 に 多い “健康無関心層”（ あ る い は
vulnerable population）へのアプローチ方法を考
慮する必要がある．また，健康の社会的決定要因
に働きかけることが，健康格差を縮小させること
につながる．
　健康無関心層へのアプローチに，行動経済学を
用いた手法への期待がある．不合理な行動をとる
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ことを逆手にとり，意図的に健康的な行動を促す
ことも可能である．さらに，デフォルトオプショ
ンやナッジを応用し，健康的な行動をそれとなく
促し，無意識のうちに健康的な行動を選択できる
環境を作ることも可能である．

【集団戦略の評価】
　健康日本 21（第二次）では，さまざまな分野
とレベルでの目標値が設定されている．あらたな
目標として掲げられた「健康格差の縮小」や「社
会環境への整備」についての目標値も含まれる．
しかし，客観的に妥当な指標の数値目標の設定は
まだ不十分である．遠位な要因である社会的決定
要因に対して介入することの多い集団戦略におい
ては，死亡率等へのハードなアウトカムへの影響
は時間がかかるため，ストラクチャーとプロセス
の指標が重要となる．一方で，ハードなアウトカ
ムについても，既存の統計等を用いてモニタリン
グする必要がある．また，メタアナリシス等によ
り同類な取組による効果を集約することで，他の
集団への応用が容易となる．社会経済的要因によ
る健康指標（生活習慣等を含む）の違い（健康格
差の指標）は今後の重要な評価の指標である．

【終わりに】
　行動経済学の手法は，従来からの行動科学的ア
プローチに対抗するものでも，それにとってかわ
るものでもない．したがって，健康づくりの実践
のために，まずは行動科学の基本的な知識や技術
は不可欠である．健康づくりの中で集団戦略が広
く認知されてはいるが，ターゲットや目的・効果
が明確にされないまま行われている懸念がある．
集団戦略と言えども，フォーカスされた集団と健
康問題，そして，予測された効果がある．これら
を事前に明らかにすることで，行動経済学の応用
や健康格差の視点が活かされるであろう．
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